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いの町若者就業・定住促進事業奨励金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、若者の就業促進と人材確保、定住促進を図ることを目的

として、町内に定住し、町内または町外において就職もしくは起業した者に対

し予算の範囲内で、いの町若者就業・定住促進事業奨励金(以下「奨励金」と

いう。)を交付するものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 定住者 いの町に住民登録をし、かつ、町内に生活の本拠を置き１

０年以上継続して居住する意思がある者。 

（２） 起業 町内において新たに事業を起こすことをいう。ただし、フラ

ンチャイズ店、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）に規定する風俗営業等に該当するもの又は公序良

俗に反する事業は除く。 

（交付対象者） 

第３条 次の各号に掲げる要件を満たす者に対し、予算の範囲内で奨励金を

交付する。 

（１） 当奨励金交付申請時において、３４歳以下の定住者であること。 

（２） 就職もしくは起業して１年を経過し、３年が経過しない者。 

（３） 就職については雇用期間が１年以上（１年以上の雇用の見込み及び

期間の定めがない場合を含む）で、所定労働時間が週３０時間以上である

こと。 

（４） いの町税の滞納がないこと。 

（５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７

７号)第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

（６） 公務員でないこと。 

（７） 過去に本奨励金の交付申請を受けていないこと。 

（対象事業所の要件） 

第４条 交付対象者が就職した場合における対象事業所の要件は、次の各号の
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いずれかに該当するものとする。 

（１） 法人格を有していること。 

（２） 個人事業所で雇用保険制度に加入している事業所であること。 

（奨励金の額） 

第５条 奨励金の額は、交付対象者１人につき別表のとおりとし、その適用は、

交付対象者１人につき１回限りとする。ただし、予算の範囲内で交付するも

のとする。 

（奨励金の交付申請） 

第６条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、い

の町若者就業・定住促進事業奨励金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」

という。）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならな

い。受付期間は当該年度の６月２日から１月３１日までとする。 

（１） 住民票の写し ※ただし、いの町若者就業・定住促進事業奨励金交

付にかかる同意書（様式第２号）を提出した場合省略可 

（２） いの町の完納証明書 ※ただし、いの町若者就業・定住促進事業奨

励金交付にかかる同意書（様式第２号）を提出した場合省略可 

（３） 在職証明書（様式第３号） 

（４） 起業したことを証明する書類 

（５） いの町若者就業・定住促進事業奨励金交付にかかる同意書（様式第

２号） 

（６） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は書面の提出または町長が確認できる画像等の電子データの提

出により行うものとする。 

（奨励金の交付決定） 

第７条 町長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を

審査し、補助することが適当であると認めるときは、いの町若者就業・定住

促進事業奨励金決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとす

る。 

２ 前条第１項の本文に規定する受付期間中に申請があった奨励金交付申請額

の合計額が予算の額を超過した場合は、申請内容が適正であると認めた者の
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うちから、抽選により交付対象者を決定するものとする。 

（奨励金の請求及び交付） 

第８条 交付対象者は、前条第１項の通知を受けた場合は、速やかにいの町若

者就業・定住促進事業奨励金交付請求書（様式第５号）により町長に請求し

なければならない。 

２ 町長は、交付対象者から前項の請求書の提出があったときは、審査のうえ

速やかに補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 町長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、奨励金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 虚偽その他不正な手段により奨励金の交付決定を受けたとき。 

（２） 奨励金の交付決定に付した条件に違反する行為があったとき。 

（３） この要綱に違反する行為があったとき。 

２ 町長は、前項の規定による交付決定の取消しを行う場合は、いの町若者就

業・定住促進事業奨励金交付決定取消通知書(様式第６号)により通知するもの

とする。 

（奨励金の返還） 

第１０条 町長は、前条の規定により本奨励金の交付決定を取り消した場合に

おいて、既に本奨励金を交付しているときは、期限を定めて、いの町若者就

業・定住促進事業奨励金返還命令書（様式第７号）により本奨励金の全部又

は一部の返還を命ずるものとする。 

（報告等） 

第１１条 町長は、奨励金の交付前又は交付後にかかわらず、必要があると認

めたときは、交付対象者に対して、報告又は書類の提出（以下「報告等」と

いう。）を求めることができる。 

２ 交付対象者は、前項の報告等を求められたときは、速やかに応じなければ

ならない。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 
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この告示は、令和７年４月２４日から施行する。 

 

別表（第５条関係） 

種別 主な対象要件※ 補助金額 

一般枠 

いの町の住民基本台帳に登録し、現に居住している

者であって、継続して１０年以上定住する意思があ

り町内事業所へ就職又は起業した者 

１０万円 

地域 

町内枠 

一般枠に該当するもので、かつ、吾北地区又は本川

地区に居住若しくは就職又は起業した者 
１６万円 

一般 

町外枠 

いの町の住民基本台帳に登録し、現に居住している

者であって、継続して１０年以上定住する意思があ

り町外事業所へ就職又は起業した者 

５万円 

地域 

町外枠 

一般町外枠に該当するもので、かつ、吾北地区又は

本川地区に居住するもの 
８万円 

※上記の要件の他、第３条に定める補助金交付対象要件を満たす者であること。 


